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I はじめに

本研究は，関東地方における不耕作農地の地域的分布パターンとその推移を検討して地域類型を見

いだすこと，ならびに各地域類型における不耕作農地形成の要因を考察することを目的とする.

近年わが国では作付されない農地，すなわち本研究でいう不耕作農地が増加してきた. とくに1990

年世界農林業センサスの結果から不耕作農地の全罰的な急増が明らかとなったため，不耕作農地の分

布や形成要因について，さらに再利用を促す施策について議論が行なわれることとなった 1)

農業地理学において不耕作農地の形成は重要な街究対象となり得る.不耕作農地の形成，すなわち

農地利用の中Jjこないし放棄を地理学的に研究することは 農業地域の特質の理解に寄与する.農J生利

用の中止ないし放棄は，それを引き起こす要因と可能にする条件が，当該地域ないし農業経営体に揃っ

た結果，発生する.こうした要因および条件は，農業経営の地域的特質を反映している

従来わがliIで行なわれてきた地理学的研究をみると， ミクロな対象地域における不耕作農地の形成

に言及した研究が多いのに対して2) 不耕作農地の広域的な分布を検討した研究が少ない.不耕作農

地の形成を地理学的に解明するためには 広域的なスケールにおいてその分布を検討しておくことが

必要である.この検討は， ミクロな対象地域において見いだされた地域的な特質をより広域的な地域

構造のなかに位置づけることを可能にし より一般的な知見を得るための基礎となる.本研究では，

筆者が既に複数の対象地域でミクロスケールの事例研究を行なった関東地方を取り上げる.関東地方

は，大都市およびその近郊地域から逮縞の山間地域までさまざまな性格の地域を含むことから，分布

の地域差の考察に適すると考えられる.

不耕作農地の分布を広域的に検討した数少ない研究の例としては，地方中心者Htiである岡山市の都

市l習を対象として空閑地の分布を明らかにした高111の論文がある3) この「空閑地」の詩は農地以外
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の宅地などを合む i庄は空間j也が，都市中心部に近接するJ1!li;;j"，都市i巻!縁辺部のJl#;i;J，およびiまi地開

発j也氏に集1:1]することをJ日摘した. この{也に， J也j或スケールが若干小さいものの佐々木は，者ISiぢと農

村のj克WJ也j或にイ斗JI={/r:J111: J也が':1三じることを;別式jし，近年では谷間が，者IS'm'{ヒの;路線付近に不lJI=イ11':民地

がf主じることを明らかにした1) 

本研究では以下のような子)11討をとった.まず不耕作波地平の分布i立iを複数の年次について作成した.

j也 I'ZI 化の範 IJ11 は i到来j也方の l 都 6 尽から・ノト~t~ }Jj(諸 j誌を!添いたものとした. li1. f立:J也区はilf12<~ 11IJー村

とし，十世?Jí~TI1・)IIIII (，J'市においても I~ を単位地区とした. Jj'i.{立地区の区画は1990年のものに統ーした

統計資料として， J長業センサスもしくは世界民林業センサスにおける民家調査結来の， rl:HR IlIJ1;;j" 7JIJ 

表鋭気テープデータをmviた.不耕作民地の定義および不耕作農地平の算定には，筆者が前稿で

mし1た定義および式'l)をPFJし3た.このため，分布図の作成対象年次は1975.11三以降となった(i) 分布図

の作成には筑波大学学術情報処煙センターの地図作成システムである PLANNEl{を用いた.

得られた分布 i却を検討して，分布の Jili. J或I'l'J ノ f ターンとその推移を i貯らかにした.次に不~j.0I=fr: J}ミJ也の

存在形態について検討した.このため，分布の地域去をもとに不耕作民地率の比較的高い地域を類型

化した一!こで¥各地域jJiJ_~~!における不耕作民地の形成~民を，従来積み重ねられてきた， ミクロスケー

ルのj也域を対象とした1i3Iぅ:EI&来をもとに子宮守的にした.

E 関東地方における不耕作農地率の分布とその変化

]] - 1 全体的{耳打古j

関東j也方全j或における不M={乍農地率は， 1975i:j三から1985.1i三まで 6%台にとどまっていたが， 1990年

までに急増してゆ%を越えた(第 l表)II. 1985年の11百積を基準とすると， 1990年には，不耕{乍農地

i(II fl~l は 159.2% となった.不耕作j支 j也の内訳をみると，耕作放棄地の増加が自立つ. 1990年の耕作放

棄地面積は1975年の239.0%に相当する.この!日jに総経営耕地面積は93.8%へ減少しており，関東地

方における農地の減少と農地利用の~i(ì小が明らかである.

者1$県日IJにみると， 1980年代後半における不耕作農地の憎}J!lは 東京都・神奈川県を除く諸県におい

て著しい. 1980年代前半までの都県別不耕作農地率には，大都市を含む東京都・神奈川県できわだっ

て高く，大都市から離れた県で低くなる傾向が存在したものの 1990年になるとこの傾向は昌立たな

くなった.東京都の佑が低下し神奈川県の佑は微増したのに対して，他の諸県における不耕作農地率

は大きく上昇した

1] -2 1975年における分布

1975年における不耕作農地平の市区IIIJ村別分布をみよう(第 1l.m).図示された478市区11IJ村におけ

る不耕作農地平の平均は8.7%，最大は47.2話，最小は0.0%であった.

不耕作民地本が10%以上の市i玄IHT村は， 2とおりの地域にまとまっていた.第 Iは東京の近郊地域

であり，第 2は関東地方の周辺部の，とくに西部を主とする 山地・丘陵地であった.

第 1の地域は東京の都心を取り巻くように，宿泊-T:fn T}{;j i)_l.I方向へは都心から約50km，他の方角には
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第 1表 !五!京地方における都道府県7]IJ不耕作成j也の推移 (1975-]990年)

者IS・県 総経営・↓)I:J色而ftt {本VI:Jililijifi'i fJHノI:J/(~~J在 IÌlifü 不M 作 J~!~J色lillft'i +~JH/I:IW由w

(A) (1う) (C) (13十C) (B十CI/IH仁)X100 

(ha) (ha) (ha) (ha) (%) 
1975 705.728.1 33.414 .5 9.301.6 42、716.1 6.0 

1980 673，389.0 37‘604.8 9，668.7 47，273.5 6.9 

1985 633，61 J .5 31‘505.9 10.669.3 42，175.2 6.5 

J990 594，499.3 41，631.3 25‘497.3 67，128.6 10.8 
F 甲----圃量』ーーー司圃戸司.-恒輔副】ー』ーーーーーーーーーーーーー------幽量幅値幽岨--ーーーーーーーーー『ーー---“ーーー岨合e白』ーーーーーー恥四時副自由幽-----白幽晶曲ーーーーーー---骨骨骨骨---世幽曲創世白血ーー---副u・._-ー曲曲ーーーーーーー咽胃ー園陸値-----

1975 J87.098.5 6、562.4 1.397.8 7‘960.2 4.2 

茨城県

1980 180.244.5 9，513.1 1.683.0 1J .196.1 6.2 

1985 J71‘451.0 7，960.0 2、132.5 10，092.5 5.8 

]990 160，963.8 9，566.7 6.506.8 16，073.5 9.6 
---幽晶白圃値』ーーーーーーー世---世世ー曲白血ーーーーーーーーーーーー--ー---骨骨ー岨ーーーーーーーー』ーーーーーーーー司---骨創--ー』ーーーーーーーー---骨骨骨掛値 M 幽・・ー曲ーーーーーー--------幽帝幽岨曲目ー-ーー-ーーーーーー----ーー・曲幽畠 a・ーーーーー母国平凶楢ーーー

1975 135、614.0 4、269.2 824.6 5‘093.8 3.7 

栃木県

J980 135，066.6 5‘137.4 827.0 5司964.4 4.4 

]985 130‘99].7 4‘044.7 1.044.0 5，088.7 3.9 

1990 126.745.1 8‘059.1 2，225.2 10電 284.3 8.0 
由圃ー』ーーーーーー---_---量圃曲ーーーーー一一ー--ーーーー『曹------ーーー曲園自ーーーーーーーー『ーー----申『惜ーー量出品回』ーーーーーーー"ーーーーー._-世世--ーーーーーーーー『膏世世ー“ーー-----・ーーーーーーーーーー・働時世 d 世白幽邑ーーーーーーーーー--ー時“岨曲・・ーー

1975 91司200.5 4.618.4 773.5 5.391. 9 5.9 

lif .1.10 UI~ 
1980 85‘006.1 4‘073.4 l‘015.9 5‘089.3 5.9 

1985 78，229.7 3，820.3 J .471.8 5‘292.1 6.6 

1990 71，998.7 4，651.6 3‘661. 7 8，313.3 1 J.O 
ーーーー---ー---姐幽曲幽曲ーーー-----_ー『副田--ー昌世直・ーーー』ーーーーーー--甲司圃押----ーーーーーー--ー曲 M ーーーーーーー--ーー再再“ーー幽剖世世曲ーーーー--------ー刊『掛ー晶画喧白血』ー曲ー-ーーーー『明ーー幽_.ーーーー-ーーーーーーーー--骨曲ー“ーー--ーーーー

1975 108，716.8 6，861.3 2，075.4 8‘936.7 8. J 

J奇玉県

1980 100，040.0 7，3J8.2 2.513.8 9，832.0 9.6 

1985 91.962.2 6.110.3 2，436.0 8‘546.3 9. J 

1990 85.004.1 8.967.5 4.700.3 13，667.8 15.2 
"・・--岨幽ー』ーー--ーー・棒時『骨骨出世ーー・曲ーーーーー--甲骨---世』晶画曲晶--骨量ーーーーーーー再ーー戸幽世島由._-世世』ーーーーーーー----骨日目ーー曲目』岨曲』戸ーーーーーー・Fーー『開明骨骨--時--目白曲曲』ーー-----平押司・ー喝.-・・世世ーーーーーーー--ー宇骨唱司_----

1975 139‘572.3 6，068.4 2，428.1 8，496.5 6.0 

千葉県

1980 133、987.4 7，906.0 2，244.5 10、150.5 7.5 

1985 125，965.5 6.826.8 2.172.9 8司999.7 7.0 

1990 118.150.1 8，489.9 6.370.0 14‘859.9 11.9 
ー開回晶画ーーー骨量圃白』ーー早--帯四回ーーー・白世田』ー『戸ー『押ーーーー・幽ーーーー晶ーー.-晶---ー『戸田押噂開弔"日量ー曲ー圃白幽骨量曲』ー---_軒骨骨骨守晶由自由世圃幽・ー_.圃岨ーーーーーー『平早『暢岬#世世幽】圃崎由骨量ーーーーー-_----号制骨ー曲圃也幽・ー・ーー・・ーーーザー骨喝事』

1975 14、010.6 2，004.4 654.0 2，658.4 18.1 

東京都
1980 12司412.8 1‘387.1 496.1 1. 883.2 14.6 

1985 11、219.5 1、110.7 484.7 ]‘ 595.4 13.6 

1990 10.036.8 406.4 540.2 946.6 8.9 

1975 29，515.4 3，030.4 1.148.2 4‘178.6 13.6 

神奈川県
1980 26‘631.6 2，269.6 888.4 3，158.0 11.5 

1985 23.791.9 l、633.1 927.4 2，560.5 10.4 

1990 21、600.7 ]‘490.1 1、493.1 2、983.2 12.9 

(J.実業センサス・世界農林業センサス都道府県日IJ統計書より作成).

約40kmまで速なっていた. この分布域はさらに，東京都心からみて北側へ連なる市区間ーネ?と， Ts:iな

いし南西に連なる市区!HJ村との二つの地域から成っている.前者は東京都i亙音r~の北縁音1$ ・東縁部から

埼玉県南部および千葉県西部にかけての地域であり，不耕作農地率の分布の核心はここに位置した.

不耕イ乍農地率は都心に最も近い足立区・板橋区で高く，都心から離れるに連れて低くなる傾向を示す.

後者の地域は，東京都中部および川崎市・横浜市域から神奈川県中央部に速なる地域である.
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第 1図 IlJ;J東地方における不M:作民地率の分布(1975年)

(1975年農業センサス民家調査市医IIIT村7JIj-_.覧表により作成).

50 km 

不耕作農地率が10%以上の市町村eが多く分布する第 2の地域は，東京都心から少くとも約40km以

上離れた， 111地・丘陵地の卓越する地域である.この種の地域に属する市IHJ村がまとまって分布する

のは，①神奈川県西部から東京都西部・崎玉県西部を経て群馬県南縁部に至る，関東山地を主体とす

る山地・丘陵地の卓越する地域，②群馬県東部から栃木県西部に至るLU地とその周辺の丘陵地域，お

よび①房総丘陵地域であった. とくに，①に属する神奈川県北部から東京都西部に，分布の核心が存
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在 した. また茨j城j成点μり県芸北i部?百刊iじ:やi群:f口洋1下l引引印(:，引付i人ヴヴ:)!!馬I!!芯!号=県P酢同問[j可i吉部!日:に も率率命が]ωO%t:幻以/)弐J，、 !仁二の市i向H町fTi;下村i;←村;二守Jカカが，勺}点i

上記の 2J地企j域或jι幻以j弐jよ、外には，東京都心から約50km以上離れた首都脳外縁部の平坦地域に，不耕作農地

平の高い干11IHT村が散在した.茨城県南東端の鹿島郡， pJ'j県市部の一部，埼玉県北端部および仁1=1央部に

不耕作15地率が10%以 iこのililHJ牛;Jーがみられた.

自-3 1980年における分布

1980年における不耕作農地率の市区IHT村男Ij分布を第 21翠に示した. 121示された477の市区IHJ村ーにつ

いて，不耕作農地平の平均値は9.0%，最大値は54.0%，最小値は0.4%であった.

不耕作農Jili率が10話以上の干11区町村の分布j或は 1975年における分布とおおむね類似していた.す

なわち東京の近郊，および関東地方の昂辺部とくに西部を主とする LLJ:lili.丘陵地の卓越地域に，不耕

作農地率の比較的高い市IHJ村がまとまって分布していた

しかし，不耕作農地率の分布の核心地域が，東京の近郊地域から関東地方西部のUI地・丘陵卓越地

域に移ったことが， 1975年と比較した変化である.東京の近郊に位置する 不耕作農地率10%UJこの

市IHTi寸は減少しその不耕作農地率には低下が認められる.とくに東京都内や神奈川県内で不耕作農

地平10%以上の-m区11fT村が減少し， 20%ないし30%を越える市毘IHT村もやはり減少した.これに対し

都心からみて北方に位置する，区部北縁部から埼玉県・千葉県にかけての一帯では， 10%以上の市区

IHT村のち玄心的に広がった.

山地・丘陵地の卓越する地域では，不耕作農地率の高い市11fT村の分布に大きな変化はなかった.た

だし神奈川県内で該当する市IHT村の分布が縮小したのに対して，東京都西端部・埼玉県西部では不耕

作農地率10%以上の市UIT村の分布範IHlが北方へ広がるとともに，値が増加した市IH]判ーも自立った.

首都留外縁者15の平jfl地域に不耕作農地率10%UJ二の市IHT村が散在することにも変化はなかった.そ

れらは市110-1寸は茨城県鹿島郡， 1可県南部，埼玉県中央部・栃木県南端部などに点在していた.

n -4 1985年における分布

1985年における不耕作農地率の市区町村別分布をみよう(第 3図).図示された479の市区i町村につ

いて，不耕作農地率の平均値は8.6%，最大値は48.3% 最小値は0.5%であった

不耕作j農地率が10%以上の前i亙110-村の分布の傾向は， 1980年における分布の傾向とおおむね類似し

ていた.すなわち東京の近郊，および関東地方の周辺部の山地・丘綾地卓越地域に，不耕作農地率の

比較的高い市IHT1寸がまとまって分布していた.

しかし分布の核心は明らかに，関東地方西部から北部にかけての山地・丘陵地へ移った.不耕作農

地率の比較的高い市町村ーが東京の近郊において減少し関東地方の西部・北西部・北部の， UJ地・丘

陵地卓越地域で増加したためである.

東京の近郊における分布地域では，都心に比較的近い多くの市町村で， 1980年から 1985年にかけて

不耕|ヂド農地率の低下が目立った.不耕作農地率が10%以上の市IHT村は，千葉県西端部から埼玉県南部

にかけての一帯と，東京都西部から神奈川県中部にかけての一帯:に帝状に連なる市町村ーのみとなった.
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第 2図 関東地方における不耕作農地平の分布(1980年)

(1980年i止界農林業センサス農家調査市区IUT村別一覧表により作成).

50 km 

東京都の特別i玄部から中部にかけての地域，および神奈川県川崎市・横浜市のほぼ全域で，不耕作農

地率が10%を下回った.不耕作農地率が20%以上の市区町村もわずかとなった.

関東地方周辺部の， UJ地・丘陵地の卓越する地域における分布をみると，群馬県の南部および東部

で，不耕作農地率10%以上の布IIrr1寸の増加が自立った.結果として，不耕作農地率の高いmlllT村ーの分

布範囲が，関東地方の西部と北部において広がった.一方的玉県西部では，分布の拡大よりもむしろ，
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第 3図 関東地方における不耕作農地率の分布 (1985年)

。

(1 985 ij:ê農業センサス農家誠査市区Ilff村~Ij-覧表により作成).

不耕作農地率の増加が目立った.
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50 km 

首都圏外縁部の平沼地域に点在していた不耕作農地率10%以上の市!日n寸は，明らかに減少した.た

だし茨城県南東端に位置する鹿島郡においては値の減少が自立たなかった.
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1] -5 ] 990年における分布

1990J'ドにおける不tJI:fr:J;!1:地の司ごiI玄IUl付加分布を第 4凶にiJえした. IzJjJ~ された177の \'lîlRurr+Jの不

耕作災地率の平均値は 12.4%と， ] 985年以前に比べて乏I，JI/Iした.なお最大伝一{は13.8%，最小1iMは0.0%

であった

不耕一作農地平10%以上の市IRIH一日、;J数はjif力11し，その分布範IIHは拡大した.それは東京の近郊におい

% 

自 0.0- 9.9 

m 10.0-10.9 
悶 20.0-29.9 

盟 30.0-

日 Nodata 

第 4盟 関東地方における不耕作農地率の分布 (1990年)

。

( 1980年世界農林業センサス民家調査市区IIIT村日Jj一覧表により作成).

50 km 
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ても，関東地方向辺部のLLi地.J王政地卓越地域においても同様であった

東京近郊では10%以上のililZllIJ村の分布範囲が 東京都心からみて外縁方向に拡大した.逆に都心

に近い京京都内や)1111Jf，jili・横浜市j或で、は 不耕作農地平10%})，Jこのi'1iI玄関J村の地力11はほとんどみられ

なかった. JO%})、j二の市区11庁村は 千葉県西端部からt?，f玉県南東部に主る地域 および神奈川県横浜

干11 の阿部から同県中央部に:f~る j也j或にまとまって分布していた.

関東地方周辺部のLlJJili .丘陵地の卓越する地域では，不耕作農地平10%以上の市illlJ村の;増加により，

それらの分布範囲が拡大したり 散在していたrliI!I]ー村の間燃が組められたりした.率が増加した市IlIJ

村も数多く存在した.関東地方向寄りのj出j或では JO%UJ二の市IIIJ村の分布域が1JJ:大し，神奈川県西部

から消玉県西部を経て群馬県西部まで連盟するようになった. とくに埼玉県西部から群馬県南西部に

かけての一倍は，不耕作農地平が地加した市IIlT村を多く含み 1990年における不耕作農地率の分布の

核心地域となった.1985il三まで、不耕作農地率が比較的低かった1;;(:.I?~県西部において率の急I首がみられ

たことは注自に値する.一方，群馬県東部から栃木県西部に至る一帝においても，不耕作農地率10%

以上の地域の拡大と 4安心にilげをする市I!lJ村における率の上昇が目立つ.茨城県北部および千葉県房

総半j詰南半部でも jliJ様であった

首都国外縁の平j旦地域においては大きな変化がみられた.すなわち多数の市IIlT村において不耕作農

地平が上昇し，それらの市町村が述j旦することとなった.不耕作農地率が新たに10%以上となった市

IHJ判ーは，茨城県南部から中部・西部，埼玉県北部における利根川南岸沿い，群馬県中央部，栃木県中

央部から南部，および千葉県九十九里浜沿し 1に分布していた.

日-6 分布パターンの変化

1975年から 1990年における不耕作農地率の分布の変化傾向は 3点に要約できる.第 l点は，東京

近郊における，不耕作農地率の低下 および不耕作農地率の高い地域の遠心的移動である. 1975年か

ら1980年にかけては，不耕作農地率の高い市i亙11りすが都心に近い東京都特別区部にも存在し， )11崎市・

横浜市においてはほぼ全域で不耕作農地率が10%を越えていた.上述の変化傾向は1980年には既に現

われており， 1985年にはいっそう明僚となった.都心を取り巻く不耕作農地率10%以上の地域は，次

第に遠心的に移動しつつ その分布範ITIIを縮小してきた. 1990年には，不耕作農地率10%以上の地域

はやや分布範凶が拡大したものの，その遠心的移動の傾向は続いていた

第 2点は， 11iJ:ili.丘陵地の卓越する地域において不耕作農地平が上昇し，不耕作農地率の高い市町

村の分布範囲が拡大したこと，その結果として，関東地方における不耕作農地率の分布の核心が東京

の近郊から LLi地・丘陵地卓越地域へ移動したことである. とくに関東地方西部から北西部にかけての

地域で不耕作農地率の増大が著しく，不耕作農地率10%以上の市II引寸の分布域が埼玉県西部から群馬

県南西部へ拡大した.この変化は1985年から 1990年の11jjに急速に進んだ.

第 3点は首都国外縁部の工IZj]J也j或における不耕作農地率の急増である.この地I或では1985年までは

不耕作農地~;'dO% 未満の市町村ーが卓越し 10%を越える市I!lJ村はわずかでかつ散在していた.その分

存は，継続して高率であった茨城県鹿島郡を除いて，調査年によって変化していた. しかし1990年に
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は群馬県中部・東部， jf，í.~E県北縁部，栃木県，茨城保，および千葉県における首都圏外縁部の子山地

J或において，不t41-.fl-:;~J也率が急、11;fj した.

E 分布からみた地域類型と不耕作農地の形成要因

111-1 大者I~Hl同辺地域

東京都心から40km ないし60km の申立閉までに民間する地j或である.この j也j或では，者I~Tn-化に起|召して，

農業経営および、農業!'I0土地利用に対するさまざまな圧力が存在する.それらは炭家11上;;背民の就業やj定

地利用に大きな影響を与えている芯)

大都市問辺地域の農村における都市化の影響を扱ったji)f究は多数存在する.それらのうちには，都

市周辺地域の農村農業の実態解明を試みるなかで 不耕作農地の形成に言及した研究がみられる

とくに第二次 llt界大戦後の，高度経済成長にw う急速な者I~Tli化による都市出辺炭村の変容を対象とし

た研究に多い.それらにおいて指摘されたことは，大者I)T!TJi'iJ辺地域におけーる都市化に伴う農業の退化

過程において，不耕作農地が形成されてきたことであった9) すなわち， J.定地の投機的価値の増大，

良外就業機会の増lJ[]，および農地の環境の悪化によって農民の常決意欲が低下し，農外就業の進展と

農業労働力の減少が引き起こされる.その結果，者1)-F!:imJ辺地域では農業経営の者II放化や規模紛小， さ

らには耕作放棄が起きるという.第二次 lll~界対戦前には前述の佐々木 IOJが浜松市等を取り上げ，市

街地と郊外村落との境界部分に，都m-的な利用への転用見込みによって農地が耕作放棄されて生じた

荒廃地がみられることを指摘した.

ただし，これらの研究は不耕作農地の形成そのものを対象とした研究ではなかった.大都市出辺地

域における不耕作農地の形成を対象とした事例研究として わが国では神戸や森本の均f0'Eがあげられ

る11) ネIjJ戸は横浜市内の郊外地域における不耕作農地の形成を分析しその大部分は農外就業の進

展による農業労働力不定によるものであり 一部は土地生産性の出j し寸:王営 i~l) I'IIJ ~こ込[111]化した農家が，

集約的に利用する農地以外の農地を利用しないためであると指摘した.森本は千葉県市川市における

集約的な農業経営が残存する集落を対象として不耕作農地の形成要因を調査し集約l'内閣芸経営を行

なう専業的農家， )J見農指向の兼業農家，および他地区に活住し資産維持目的で農地を取得した不在地

主型の兼業農家の 3者が不耕作農地形成に関わっていると述べた.区ilR大では Hartlω などによる社会

的休閑地の研究がある 12)第二次世界大戦後のi日間ドイツにおいて利用の放棄された農地が増加し

た原因は，労働力を農外部門に供給するブ7で農地を手放さない農家の増加であるとされ，このよう

に社会的要因によって放棄された農地が社会的休閑地と名{すけられた

東京の近郊では不耕作農地平の比較的高い干lliZI町村の分布が次第に遠心的に移動した.この現象は，

都市化が都心からに外延的に展開してゆくことに関連すると忠われる.すなわち 都心に近い地域で

は早くから都市化の影響を受けて農業の衰退がJlliみ，不~91:作農地平がi奇かった.都市化の最盛期が過

ぎ，農家数・農地liii積ともにわずかとなった後には，農地を利用中 IJこしたまま放置する兼業的農家は

少ない.むしろ経営意欲・能力に優れ，農地を十分に利用して高収益をあげる農家が残存する場合が

多い 13) こうした背景によって 不耕作農地平は都心に近い地域において次第に低下したことが予
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想、される.一方，者ISr!i化の盛んな地;出;は次第に遠心(1'0に移動するため，不耕作農地が多量に形成され

るj出j或はj玄心的に移動してゆくと考えられる

111-2 J司辺部LUIMJ . J王i凌j也j或

関東地方の同辺部に位置する IU地・丘陵の卓越地域で、ある.当該地域における不耕作炭地の増加は，

不利な自然的・経済的条{午に関係していると考えられる.これらの地域は，傾斜・日照等，農地の自

然(1<]条件において，また 原料や生産物の'!iIltr送という経済的条件において，一般的に不利である.こ

うした不利な条件が当該地域を絞済1'1<)に比較的低佐におく )J江戸jの一つであり 人口流出や炭業就業t;-

の減少を招く.さらに木炭製造の衰退と林業経営の不振がUllMj.丘陵地域の経済活動を停滞させてき

た.近年では生糸の輪入明大， さらにコンニャク粉輸入の関税化が UJI間・丘陵地域の農:業に不手Ijな

条件を与えている

従来，わが国の山1M]部を対象として不耕作農地を扱った研究の多くは，集落の解体過程の研究にお

いて不耕作農地の形成をとりあげてきた.それらの研究は 人口流出につれて自然条件の劣る耕地か

ら耕作放棄されることを明らかにした I~ )一方 有歯や木村の研究のように 不耕作農J也の形成そ

のものを対象とした研究も行なわれた 1S) 有i差iは滋賀県UJINi部における耕地の後退，すなわち耕作

放棄によって耕地の分布範囲が狭まる現象を研究した.彼は耕地の後退の要因を 自給食料生産に必

要な耕地面積の減少，およぴ

や人口 j減j戚戒少による不羽耕耕1:イ{作守乍~J農支禁-地のI増首力加IJを報i告吾した.

関東地方における UJ間部の農業地域のii3F究の例としては上野や山崎の矧:究があげられる 16) 上野

は，多摩川上流域における急傾斜耕::fthの利用が農外就業の進展に伴って急速に縮小したことを指摘し

た.群馬県におけるコンニャクイモ栽培を研究対象とした山崎は，コンニャクイモ栽培農家数が近年

急減してきたこと，その一方で規模拡大を呂指す少数の農家は平坦地域での借地栽培を拡大している

こと，および，これらの変化によって山開地の斜面に位註する耕地の利用が縮小されたことを指摘し

た.このことは，崎玉県西部や群馬県の!JJ間部における不耕作農地平が1980年代前半まで比較的低く

後半に急増した原因のーっとして コンニャクイモ栽培の盛衰があることを予想させる.

こうした従来の研究成果から周辺部山間・丘陵地域における不耕作農地の形成要因としておもに，

農業を主とする第一次産業の不振による人口流出や農業労働力の減少が予想される.一部では，山崎

が指摘するように，農業経営規模の拡大が傾斜地の土地利用を縮小したことも考えられる

国-3 首都留外縁部平坦地域

この地域は東京都心からみて 都市化の著しい地域よりも遠方に位置し地形の比較的平坦な地域

である.この地域では1985年まで不耕作農地率が10%を越える市町村はきわめてわずかであった.継

続的に不耕作農地率の高かったのは，茨城県南東端の鹿島郡波崎IHTのみであった.同11汀における不耕

作農地形成の地域的要因を調査した森本は 集約 I~I<] な野菜産地としての発展に伴って不耕作農地が大

量に生じていることを指摘した17)すなわち多数の農家が，経営を施設題芸に専門化したため所有
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農地に対して労{動力が不jJ:する結果となり 大量の不耕作j支j也が!:I三じた.借地経営が少なく者Is-m-化の

圧力も小さいため 余剰農地が放世されたままであった

ところカ"1990年までに， この地j或の数多くのililllj'村で汁中JHt:;lミj出ネカ"10%以、 i二に11/iJJIIした. このjiu

)JIlの安i主!としては 充分な数の字I~合がないため， 一般 (I~ な，兼業化のj住民， jた業従事者の I"-:j 齢化，そ

して農業後継者の不定を予怨するよりほかにない.この地域については事例研究によって， さまざま

な地域的要因を見いだすことが必要である.

w むすび

関東地方における不耕作農地平の分布とその変化を検討し，次に従来の1iJIゲヒ成果から，不利l:fr:J1JO也

率が比較的高い地域について地域を類型化した上で，不耕作農地の形成姿 i去を考察した.そのf:h -:4~，

以下のことが=i=1J明した.

不耕作農地率が10%以上の市lRJifT村の分布に着目すると， 1975年から 1985年までにほぼ共通する分

布パターンと，やや変化した1990年のパターンがみられた_ 1985年までには不耕作農地率の高い市区

IIfT村は主に，東京の近郊地域と 関東地方局辺部の山地・丘陵地の卓越地域とに集中していた_ 1990 

年になると， UJ 地・丘陵地の卓越地域における分布域が白立って拡大したほか， 1言都 l歪i外縁者1) の;、+~J:'~

地域でも 10話以上の市llfj'村が急増した

1975年から 1990年における不耕作農地率の分布の変化は，以下の 3点にまとめられる.第]は，東

京近郊における，不耕作農地平が高い地域の遠心1'1ワ移動と，不耕作農地平の低下である.第 2は， LLJ 

地・丘陵地の卓i陸地域において不耕作農地率の増加が進展し 結果として不耕作民地平の分布の核心

が東京近郊から LLJ1習・ j王佼地域へ移動したことである.第 3は 首都留外縁部の平坦地域における近

年の不i'il:ff農地率の急増である.これは関東地方全体における分布ノfターンに大きな変化をもたらし

た

従来の研究成果からは，不耕作農地の形成要因は以下のように概略的にまとめられる.大者1)I'I'iJi~J 辺

地域では，都市化による農業労働力の減少と農地環境の悲化，集約的経営を行なう農家による所有耕

地の一部の利用放棄，および資産保持のための農地の維持・取得が，不耕作農地形成の要因として挙

げ、られる. 1:1:1.くから都市化の進展した地域では，残存農家が高度に土地を利用するため，不耕作農地

率は減少してきた.周辺部UJ開・丘陵地域では，第一次産業の不振と，第二・三次産業への就業，お

よび人口流出が農業労働力を減少させ，耕作の放棄を引き起こしてきた.一部では，農業の近代化が

UJ 間部の耕地の放棄に関わっているとの報告もみちれた. 首都i丞!外縁部平J1JJlliJ或では，集約'YJ農業地

域における不耕作農地の形成の事例について，施設問芸への専門化が引き起こした農業労働力の相対

的不足によることが報告された. しかし近年になって不耕作農地率の高まった多くの市11IT村にi謁する

詳細な検討は今後に残されている.

今後の課題として次のことが考えられる e 不耕作農地の広域的な分布について 自然的・社会的地

域特性を考慮した，より数量的・分析的・総合的な検討が必要である.他方では，不耕作農地の形成

の地域的要因を解明する事例研究が蓄績されねばならない.とくに山間・丘陵地域や，従来研究の少
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ない首相s[笠i外縁部王子JIlJ也j或を対象とする研究が必斐である.j;ミ業の衰退にfI'.う不耕作農地形成ば力、り

でなくの近代化に1*う不耕作農地形成にも注目すべきである.不耕作農地平が低い地域と比絞

検討することも，不iUH乍j史j也のJI三JJX:についてJJlli砕を進めるためには必、安であろう

データの計算と地iχi化に 0¥;:)& 6年度lJ.'L?皮大学学 IJ~ プロジェクト研究費(奨JjJ)J1íJI:究 ( :iíi~倒))を HJ し、た.テーー

タの政気保体による入手について Jl{l+~~水産省経済持続計情報告líのご協力を得た.深く感謝し、たします
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Distribution and causes of cultivation abandonment in the Kanto 
District， ]apan， 1975-1990 

Takehiro MORIMOTO 

This study examined the regional distribution o[ cultivation abandonment in the Kanto Dis-

trict. ]apan and its changes [rom 1975 to 1990. The author also considered geographical causes o[ 

abandonment in the areas where percentages o[ abandoned [armland were high through reviewing 

previous studies_ 

Municipalities ¥vith ten 01' more percent o[ non-cultivated [armlancl were concentrated in the 

[ollowing three types o[ regions: the suburban regions surrouncling the highly urbanizecl areas o[ 

Metropolitan Tokyo and its vicinities， the mountainous and hilly regions on the marginal area o[ 

the Kanto District. and the rural hinterland around the metropolitan area on the Kanωiコlain

Regional patterns of the distribution have changecl from 1975 to 1990. ln 1975， the core area 

was in the suburban area. But the percentages of abancloned farmlancl clecreased in this area after 

this year_ On the other hand、thepercentages in the mountainous areas have increased. As a re-

sult， in 1985 and 1990. the core area was in the western mountainous area of the Kanto DistricL 

ln the rural hinterlancl on the 1くanto1コlain，the number of municipalities with ten 01' more percent 

of non-cultivated farmland have rapidly increased during 1985 and 1990. 

ln the suburban regions， negative effects of urbanization on agriculture， such as non-farming 

job opportunities and encroachment of urban land use， are the main causes of cultivation aban-

donmenL The secondary cause was relative labor shortage through specialization into intensive 

horticulture， 01' purchase of farmland by non-residents for properties 

1n the mountainous and hi日yregions. depopulation 01' off-farm employment was the main 

cause of abandonment. The declining of agriculture and forestry have caused out-migration and 

increased non-farm employment. 1n other hand， some viable farms who lived in a mountainous re-

gion leased and cultivated fields in flat area for expanding their managements、whereasthey aban-

doned their own farm land on the sIopes neigh boring their houses 

ln the ruraI hinterland on the Kanto Plain， detailed regional causes of abandonment have not 

enough reported. ln special municipalities， specialization into greenhouse horticulture have caused 

cultivation abandonment. 
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